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市役所コールセンター等構築・運用業務委託 公募型プロポーザル募集要項 

 

１ 本書の目的 

 「市役所コールセンター等構築・運用業務委託」の調達においては、本市にとってよ

り良い機能を提供できる最適な事業者を選定するため、公募型プロポーザル方式を採用

している。本書は、公募型プロポーザルを行ううえで必要となる事項を定めるものであ

る。 

 

２ 業務概要 

（１）業務委託名 

市役所コールセンター等構築・運用業務委託（以下、「本委託」という。） 

（２）委託内容 

「10_市役所コールセンター等構築・運用業務委託 仕様書」のとおり。 

（３）委託期間 

   契約締結日から平成３４年１１月３０日まで 

（４）委託限度額 

  618,274,264 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

（５）担当課 

千葉市市民局市民自治推進部広報広聴課 

住所  〒２６０－８７２２ 千葉市中央区千葉港１番１号 千葉市役所 8階 

電話  ０４３（２４５）５０１５ 

ＦＡＸ  ０４３（２４５）５７９６ 

e-mail  kohokocho.CIC@city.chiba.lg.jp 

 

３ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加できる者は、次の参加資格要件を全て満たすこととする。 

（１）平成２８・２９年度千葉市委託入札参加資格者名簿に登録されている者であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

者で次の各号にも該当しないものであること。 

ア 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者 

イ 当該業務の業務提案書提出日前６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者 

ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の更生手続開始の申立てをした者で、

同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がされていないもの 

エ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の再生手続開始の申立てをした者で、

同法に基づく裁判所からの再生計画認可決定がなされていないもの 

オ 千葉市内において、都市計画法(昭和４３年法律第１００号)に違反している者 

カ 千葉市物品等入札参加資格者指名停止措置要領（昭和６０年８月１日施行）に基
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づく指名停止措置等を提案書の提出の日から事業者の決定の日までの間に受けてい

る者 

キ 法人税並びに消費税及び地方消費税を完納していない者 

ク 千葉市内に本店又は営業所等を有する者にあっては、千葉市税（延滞金を含む）

を完納していないもの 

ケ 千葉市内に本店又は営業所等を有する者で、個人住民税の特別徴収を行うべき者

にあっては、個人住民税の特別徴収を行っていないもの 

コ 千葉市暴力団排除条例（平成２４年千葉市条例第３６号）第９条に規定する暴力

団員等又は暴力団密接関係者 

（３）過去５か年の間に、次のいずれかの 1 年以上の実績を有すること。ただし、 複数業

者による連合体(以下「コンソーシアム」という。)にあっては、コールセンター業務の

運営を担当する業者が、当該実績を有すること。 

ア 国又は地方公共団体において、電話を受け付けて対応するコールセンターの業務

委託契約を２件以上にわたって契約し、これらをすべて誠実に履行した実績を有し、

かつ、本件委託を確実に履行することができること。 

イ 国若しくは地方公共団体又は民間企業において、次のいずれかの規模を有し、電

話による問い合わせに対して回答を行うコールセンターを、自ら運営又は業務委託

契約を締結し、これらをすべて誠実に履行した実績を有し、かつ、本件委託を確実

に履行することができること。 

（ア）１日当たり２５０件以上の電話を受け付けていること。 

（イ）電話を受け付ける要員が２０名以上常駐していること。 

（４）コンソーシアムにあたっては、以下の条件を満たすこと。 

  ア コンソーシアムの構成員が単体業者又は他のコンソーシアムの構成員として、本

プロポーザルに参加していないこと。 

  イ コンソーシアムは幹事業者を選定し、コンソーシアムの代表者とすること。 

 

４ スケジュール 

  本業務委託の公募型プロポーザルのスケジュールは、以下を予定しています。 

No 内容 日程（※すべて平成 29 年） 

1 公募型プロポーザル募集要項公表 3 月 31 日（金） 

2 仕様書等の配布 3 月 31 日（金）～4月 12 日（水） 

3 参加資格に関する質問受付 3 月 31 日（金）～4月 12 日（水） 

4 参加資格に関する質問回答 4 月 14 日（金） 

5 プロポーザル参加資格確認申請受付 3 月 31 日（金）～4月 17 日（月） 

6 参加資格確認結果通知 4 月 20 日（木） 

7 仕様等に関する質問受付 4 月 10 日（月）～4月 21 日（金） 

8 仕様等に関する質問回答 4 月 28 日（金）まで 
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５ プロポーザルに関する手続き 

（１）仕様書等の配布 

ア 配布期間 「４ スケジュール」による。 

イ 配布場所 ホームページに掲載。 

 

（２）プロポーザル参加資格確認申請 

  プロポーザルに参加を希望する者は、以下によりプロポーザル参加資格確認申請書及

び関係資料を提出すること。 

  ア 提出期間 

「４ スケジュール」による。 

  イ 提出場所 

担当課 

  ウ 提出方法 

担当課への持参又は郵送によること。 

持参による場合は、日曜日、土曜日及び休日を除く午前９時３０分から午後５時

までに担当課へ持参すること。 

郵送による場合は、封筒に「市役所コールセンター等構築・運用業務委託 プロ

ポーザル参加資格確認申請書在中」と朱書して、担当課宛に「４ スケジュール」

に定める提出締切日の前日午後５時までに書留郵便にて必着のこと。なお、事故等

による未着について、本市では責任を負わない。 

  エ 提出書類 

  （ア）「02_プロポーザル参加資格確認申請書（様式 1）」 

  （イ）「03_誓約書（様式 2）」 

  （ウ）「04_契約実績調書（様式 3）」 

  オ 確認結果の通知 

    上記提出書類に基づきプロポーザルの参加資格の確認を行い、「４ スケジュール」

に示す日までに電子メールで結果を通知する。 

 

（３）説明会 

   説明会は実施しない。 

 

9 提案書一式の提出（締切） 5 月 9 日（火） 

10 プレゼンテーション及びデモンスト

レーション 

5 月中旬～下旬頃 

11 優先交渉権者の決定・公表 5 月下旬頃 

12 契約 5 月下旬～6月上旬頃 
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（４）プロポーザルに関する質問 

  ア プロポーザルの参加資格に関する質問がある場合には、以下に従い質問書を提出

すること。 

  （ア）質問の様式 

「05_プロポーザル参加資格に関する質問書（様式 4）」 

  （イ）提出方法 

     担当課宛電子メールによる。 

メール送付時は件名を「市役所コールセンター等構築・運用業務委託 公募型

プロポーザル参加資格に関する質問（会社名）」とすること。 

  （ウ）受付期間 

   「４ スケジュール」による。 

  （エ）質問に対する回答 

    「４ スケジュール」で示す日程までに、質問者に対し電子メールで回答する。 

 

  イ 仕様等に関する質問がある場合には、以下に従い質問書を提出すること。 

  （ア）質問の様式 

「06_仕様等に関する質問書（様式 5）」 

  （イ）提出方法 

     担当課宛電子メールによる。 

メール送付時は件名を「市役所コールセンター等構築・運用業務委託 仕様等

に関する質問（会社名）」とすること。 

  （ウ）受付期間 

   「４ スケジュール」による。 

  （エ）質問に対する回答 

     当該質問書提出期間内に受理したすべての質問内容及び回答を、有資格者全者

に対して電子メールで回答する。 

 

  ウ 質問書提出時の留意事項 

  （ア）質問書提出後、担当課宛に送付の旨を電話連絡すること。 

  （イ）メール本文を含めたメール 1通あたりの容量が 10MB を超えないよう留意するこ

と。 

 

  エ 仕様等に関する質問の回答内容の取扱い 

    仕様等に関する質問の回答内容は、仕様書記載内容の追加又は修正とみなす。 

 

（５）提案書の作成・提出 

  ア 提出期間 
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「４ スケジュール」による。 

  イ 提出場所 

担当課 

  ウ 提出方法 

担当課への持参又は郵送によること。 

持参による場合は、日曜日、土曜日及び休日を除く午前９時３０分から午後５時

までに担当課へ持参すること。 

郵送による場合は、封筒に「市役所コールセンター等構築・運用業務委託 提案

書在中」と朱書して、担当課宛に「４ スケジュール」に定める提出締切日の前日

午後５時までに書留郵便にて必着のこと。なお、事故等による未着について、本市

では責任を負わない。 

  エ 提案書の作成 

提案書の作成は「11_別紙 01_提案実施要領」によること。 

 

６ プレゼンテーション・デモンストレーション 

  提案書の内容について、プレゼンテーション・デモンストレーションを行うこと。 

（１）実施日 

  「４ スケジュール」による。 

（２）場所 

  千葉市役所本庁舎 会議室 

（３）実施内容 

  「11_別紙 01_提案実施要領 4 プレゼンテーション・デモンストレーション」のとお

り。 

 

７ 優先交渉権者の決定・公表 

（１）優先交渉権者の決定方法 

  「30_優先交渉権者決定基準」に基づき提案内容の評価を行い、最も評価点が高かった

者を優先交渉権者（受注候補者）とする。また、次に評価点が高かったものを次点とす

る。 

 

（２）結果の通知・公表 

   選定結果は、参加者全てに電子メールにより通知する。 

また、以下のとおり千葉市ホームページに結果を掲載する。 

・優先交渉権者及び次点：提案者名及び評価点 

・上記以外の者：評価点 

   なお、選考結果に関する意義申し立て、プロポーザル参加者に関する情報、プロポ

ーザルの採点基準、評価点の内訳等に関する問い合わせは受け付けない。 



6 

 

 

８ 契約方法 

（１）契約の締結 

ア 優先交渉権者の決定後は、優先交渉権者より改めて見積書を徴し、詳細な業務の

内容及び契約条件について協議し、双方合意のうえ、委託限度額の範囲内で随意契

約により契約を締結するものとする。 

イ 上記アの交渉が不成立の場合には、次点以下の事業者と交渉を行い、契約を締結

するものとする。 

 

（２）契約保証金 

要。ただし、千葉市契約規則第２９条に該当する場合は、免除とする。 

また、契約保証金に代わる担保については、千葉市契約規則第２８条の２による。 

 

（３）契約書の作成 

   受注者決定後、「40_契約書案」を基に速やかに契約書を作成する。 

 

（４）契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

 

（５）委託料の支払い 

運用開始の平成 29 年 12 月以降、契約に係る総額の 1/60 にあたる額を、毎月支払う

こととする。 

 

９ 留意事項 

（１）業務提案書の作成、提出及びプレゼンテーション・デモンストレーションに要する

費用は、参加者の負担とする。 

（２）提出された提案書は返却しない。 

（３）提案書提出後の加除修正は認めない。 

（４）提案書や選考結果（不採用となった参加者の名称、審査結果を含む）は、第三者か

ら公文書開示請求があった場合、原則として開示の対象とする。ただし、本プロポー

ザル選考期間中は、千葉市情報公開条例（平成１２年条例第５２号）第７条の規定に

基づき、開示の対象としない。 

（５）本プロポーザルに関連し知り得た情報については、本市の承諾を得ることなく、第

三者に漏らしてはならない。 

（６）本市は提案書を本委託の選定以外に無断で使用しないものとする。 

（７）業務提案書の提出後、本市の判断により内容の確認、補足資料の提出を求めること

がある。 
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（８）業務提案書の記述が、特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利

の対象となっているものを使用した結果生じた責任は、参加者が負うこととする。 

（９）本プロポーザルに関して、追加すべき情報があった場合には、本市ホームページに

掲載するものとする。 

 


